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連 結 注 記 表

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 53社

主要な連結子会社の名称

(株)北海道日新、日新産業(株)、(株)九州日新、鶴見倉庫(株)、日新航空サービス(株)、

板橋運送(株)、京浜不動産(株)、NISSIN INTERNATIONAL TRANSPORT U.S.A.,INC.、

NISSIN (U.K.) LTD.、NISSIN TRANSPORT GmbH、SIAM NISTRANS CO.,LTD.、

NISSIN LOGISTICS（VN）CO.,LTD.、日新運輸倉庫(香港)有限公司、

上海高信国際物流有限公司

（除外）

NISSIN TRANSPORTES ESPANA S.A.

当連結会計年度において清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

LLC NISSIN RUS

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数及び主要な会社の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 0社

(2) 持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社の名称

持分法を適用した関連会社の数 5社

主要な会社の名称

原田港湾(株)、丸新港運(株)、中外運-日新国際貨運有限公司

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称等

日栄運輸(株)

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しております。当該決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、必要な調整を行うこととしております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、決算日が12月31日である上海高信国際物流有限公司を含む６社につきまして

は、連結決算日である３月31日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。その

他の連結子会社につきましては、全て決算日が３月31日で、連結財務諸表提出会社と同一でありま

す。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

　 法により算定しております。)

時価のないもの … 移動平均法による原価法によっております。

子会社株式及び関連会社株式

　 … 移動平均法による原価法によっております。

② 原材料及び貯蔵品 … 主として貯蔵品は総平均法による原価法（収益性の低下による簿

　 価切下げの方法）によっております。

③ デリバティブ … 時価法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

イ．リース資産以外の有形固定資産

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法）によっております。また、在外連結子会社は主として定額法に

よっております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ロ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

② 無形固定資産

イ．リース資産以外の無形固定資産

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ロ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。

― 2 ―

　



(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 … 売掛金、貸付金等債権の回収不能に備えるため、一般債権について

　 は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

　 回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 … 従業員に対する賞与支給に充当するため、支給見込額基準により計

　 上しております。

③ 役員賞与引当金 … 役員に対する賞与支給に充当するため、支給見込額に基づき、当連

　 結会計年度に見合う額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

　 社債発行費については、支出時に全額費用処理しております。

② 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、先物為替予約取引及び通貨スワップ取引に

ついては、振当処理の要件を満たす場合には、振当処理を採用し、特例処理の要件を満

たす金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…デリバティブ取引（先物為替予約取引、通貨スワップ取引及び金利スワッ

プ取引）

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引、借入金利息

ハ．ヘッジ方針

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避

する事を目的として、対象資産・負債の限度内でのデリバティブ取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性の評価方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。なお、振当処理

及び特例処理を採用しているものについては、その要件を満たしていることをもってヘ

ッジの有効性の判定に代えております。

ホ．その他のリスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

通常の営業取引に係る為替相場変動リスク回避策の一手段として、実需及び将来発生が

予定される営業取引の一部について、全体のポジション及び予想ポジションを把握した

後、同一通貨建ポジション残高の範囲内において先物為替予約を実行しております。な

お、先物為替予約取引、通貨スワップ及び金利スワップ取引は、取引の都度社内の承認

手続きに則り承認を受け実行しております。その結果は取締役会に報告することになっ

ております。
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③ 退職給付に係る会計処理の方法

イ. 退職給付に係る資産及び負債の計上基準

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ロ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、期間定額基準によっております。

ハ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額を、発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により按分した額を費用処理することとしております。

ニ．小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ホ．未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資

産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しておりま

す。

④ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年

度の費用として処理しております。
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Ⅱ 表示方法の変更に関する注記

　 （「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31条 2020年３月31日）を当連結

　 会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記

　 を記載しております。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出して

おります。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、

翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

物流事業に属する有形固定資産の減損損失の認識の要否

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当社グループにおける物流事業の中でも、倉庫事業、自動車運送事業、港湾運送事業などにつ

いては、サービスの品質向上のために、物流施設への設備投資を計画的に実施しております。近

年、特に当社において、新倉庫建設や土地取得などによる物流施設の充実に努めており、金額的

重要性が高まっております。

当社の保有する物流事業に属する有形固定資産（帳簿価額28,910百万円）のうち、一部の資産

グループについては継続して営業損失が計上されていることなどから、減損の兆候があると判断

しました。

減損の兆候があると認められた資産グループ（帳簿価額3,174百万円）について、減損損失の計

上の要否について検討を行った結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グループ

の固定資産の帳簿価額を超えると判断したため、減損損失は計上しておりません。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社は、原則として、事業用資産については管理会計上の収益管理単位である営業部店単位で、

賃貸資産及び遊休資産については個別物件単位でグルーピングしています。

　減損の兆候があると認められる資産又は資産グループについては、割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定し、減損損失の認

識が必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額は減損損失として

計上されます。

　減損損失の認識の要否の判定及び測定に用いられる将来キャッシュ・フローは、主要顧客から

の受注見込みやコスト削減など一定の仮定を含む営業部店の将来計画を基礎として行い、また、

資産グループの現在の使用状況や合理的な使用計画等を考慮し見積っております。

　当該見積り及び仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった

場合、翌連結会計年度の連結計算書類において追加の減損損失が発生する可能性があります。
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Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　 (1) 担保に供している資産

建物及び構築物 4,492 百万円

機械装置及び運搬具 112

土地 4,902

計 9,507

　

　 (2) 担保に係る債務

短期借入金 280 百万円

長期借入金 3,660

計 3,940

２．有形固定資産の減価償却累計額 57,257 百万円

３．保証債務

　 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金等に対し債務保証を行っております。

　(単位：百万円)

被 保 証 者 保 証 債 務 残 高

夢洲コンテナターミナル㈱ 705

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.K.)LTD.
170

（外貨 1,120千GBP）

NISSIN TRAVEL SERVICE(U.S.A.)INC.
110

（外貨 1,000千USD）

その他 110

合 計 1,096
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Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 20,272,769 － － 20,272,769

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 723,189 614,939 279,126 1,059,002

（注）当連結会計年度末の自己株式については、従業員持株会信託が所有する当社株式555千株を含めておりま

す。

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

従業員持株会信託の買取りによる増加 614,400 株

単元未満株式の買取りによる増加 539 株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

第三者割当による自己株式の処分（従業員持株会信託を

割当先とする第三者割当）による減少
220,000 株

従業員持株会信託の売却による減少 59,100 株

単元未満株式の買増請求による減少 26 株

３．配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年５月25日
取締役会

普通株式 548 28.00 2020年３月31日 2020年６月９日

2020年11月９日
取締役会

普通株式 548 28.00 2020年９月30日 2020年12月７日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年５月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 539 28.00 2021年３月31日 2021年６月８日

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託に対する配当金15百万円を含めておりません。
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Ⅵ 金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らし必要な資金を主に銀行借入により調達し、一時的な余

資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避する

ために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金及び受取手形は、顧客の信用リスクに晒されており、当該リスクに関し

ては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主要な取引先の信用状況を随時把

握する体制としております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。借入金の一部は変

動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ

取引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建の金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引及び通貨スワップ取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対す

るヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。

デリバティブ取引の執行・管理については取引権限を定めた社内規程に従い行っております。

また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは各社が資金

計画を作成する等の方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ

ん。（（注２）を参照ください。）

　（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

（1）現金及び預金 18,815 18,815 －

（2）受取手形及び売掛金 29,837 29,837 －

（3）有価証券及び投資有価証券

　 ①その他有価証券 11,990 11,990 －

資産計 60,643 60,643 －

（1）支払手形及び買掛金 12,501 12,501 －

（2）短期借入金 4,123 4,123 －

（3）社債（１年内含む） 2,000 1,990 △9

（4）長期借入金（１年内含む） 25,273 25,050 △222

負債計 43,898 43,666 △231

デリバティブ取引（※） 48 48 －
　

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　

資 産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された

価格によっております。

　

負 債

（1）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

（2）短期借入金

短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

　

（3）社債（１年内含む）

当社の発行する社債は、市場価格のないものであり、時価は元金利の合計額を、新規に同様の社

債の発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（4）長期借入金（１年内含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額（*）を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて現在価値を算定しております。

（*）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（下記「デリバティブ取引」（2）参照）

については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額であります。

　

デリバティブ取引

（1）ヘッジ会計が適用されていないもの

　 通貨関連

（単位：百万円）

区分
デリバティブ
取引の種類等

契約額等
時価 評価損益

　 うち1年超

市場取引
以外の取引

通貨スワップ取引

ポンド支払

日本円受取 48 － △1 △1

日本円支払

米ドル受取
1,079 1,079 49 49

合計 1,128 1,079 48 48

（※１）時価については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（2）ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、

次のとおりであります。

①通貨関連

（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

　 うち1年超

通貨スワップの
振当処理

通貨スワップ取引

長期借入金マレーシアリンギット支払 （※２）

米ドル受取 339 339

合計 339 339 －

（※１）時価については、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（※２）通貨スワップの振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

　 されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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②金利関連

（単位：百万円）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
時価

　 うち1年超

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 （※１）支払固定・

受取変動 1,950 1,875

合計 1,950 1,875
　

（※１）特例処理を採用している金利スワップについては、ヘッジ対象である長期借入金と一体として処理されている

ため、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

時価については、（注１）「負債（4）長期借入金（１年内含む）」をご参照ください。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額840百万円）及び出資金（連結貸借対照表計上額44百万円）、

並びに非連結子会社及び関連会社株式・出資金（連結貸借対照表計上額3,787百万円）は、市場

価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、「資産（3）有価証券及び投資有価証券 ①その他有価証券」に含め

ておりません。

Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸用の土地及び施設を有して

おります。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

　(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

4,524 25,784
　

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

(注２) 当連結会計年度末の時価は、主として固定資産税評価額に基づく金額であります。

　

Ⅷ １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,296円04銭

１株当たり当期純利益 103円55銭

（注）株主資本において自己株式として計上されている従業員持株会信託に残存する自社の株式は、１株当たり

純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利

益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は555千株であり、１株当たり当期純利

益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は238千株であります。
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Ⅸ その他の注記

１．減損損失

当連結会計年度において、当社グループが所有する以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

(単位：百万円)

用途 場所 種類 減損損失

事業用資産 東京都中野区他
（日新航空サービス㈱） ソフトウェア等 225

事業用資産 東京都中央区他
（日中平和観光㈱） 工具器具備品等 16

合計 242

当社グループは、事業用資産については管理会計上の収益管理単位で、賃貸資産及び遊休資産につ

いては個別物件単位でグルーピングしております。

当該資産が属しております旅行事業においては、新型コロナウイルス感染症により事業環境が悪化

し、当該資産の収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（242百

万円）を減損損失として計上しております。なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローが見込まれないことから零として評価しております。

２．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、2020年８月６日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを

目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会信託型ESOP」（以下「本制度」）の再導

入を決議し、2020年11月９日開催の取締役会において、本制度の設定時期、金額等の詳細について

決定しております。

本制度の導入に伴い、当社は2020年11月25日付で、第三者割当により、三井住友信託銀行株式会社

（信託口）（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行（信託口））に対し、自己株式220千株を譲

渡しております。

１．取引の概要

当社が「日新社員持株会」（以下「当社持株会」）に加入する社員のうち一定の要件を充足する者を

受益者とする従業員持株会信託（以下「従持信託」）を設定し、従持信託は今後５年間にわたり当

社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、借入により調達した資金で予め取得しました。

その後、従持信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。

当社持株会に対する当社株式の売却を通じて従持信託に売却益相当額が累積した場合には、これを

受益者要件を充足する社員に対して分配します。

なお、従持信託が当社株式を取得するための借入に対して当社が補償を行うため、当社株価の下落

等により、従持信託が借入債務を完済できなかった場合においても、当社が銀行に対して残存債務

を弁済することから、社員の追加負担はありません。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上して

おります。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末768百万円、555千株でありま

す。
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３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当連結会計年度末797百万円
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個 別 注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

　 子会社株式及び関連会社株式

　 ･･･ 移動平均法による原価法によっております。

　 その他有価証券

　 時価のあるもの ･･･ 決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。)

　 時価のないもの ･･･ 移動平均法による原価法によっております。

　 (2) 原材料及び貯蔵品 ･･･ 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 によっております。

　 (3) デリバティブ ･･･ 時価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産

リース資産以外の有形固定資産

･･･ 定率法によっております。ただし、建物並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によって

おります。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

リース資産 ･･･ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法に

よっております。

(2) 無形固定資産 ･･･ 定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、ソフト

ウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用 ･･･ 均等償却によっております。なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。
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３．引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金 ･･･ 売掛金、貸付金等債権の回収不能に備えるため、一般債権につい

　 ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金 ･･･ 従業員に対する賞与支給に充当するため、支給見込額基準により

　 計上しております。

　 (3) 役員賞与引当金 ･･･ 役員に対する賞与支給に充当するため、支給見込額に基づき、当

　 事業年度に見合う額を計上しております。

　 (4) 退職給付引当金 ･･･ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

　 債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額のうち、一時金については退職給付引当

金、年金制度については前払年金費用へ計上しております。

　 なお、過去勤務費用については、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法により按

分した額を費用処理しております。

　 また、数理計算上の差異については、各事業年度における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法によ

り按分した額を、発生の翌事業年度から費用処理しております。
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 繰延資産の処理方法

　 社債発行費については、支出時に全額費用処理しております。

　 (2) ヘッジ会計の方法

　 ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、先物為替予約取引及び通貨スワップ取引につ

いては、振当処理の要件を満たす場合には、振当処理を採用し、特例処理の要件を満たす

金利スワップ取引については、特例処理を採用しております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ･･･ デリバティブ取引（先物為替予約取引、通貨スワップ及び金利スワッ

　 プ取引）

ヘッジ対象 ･･･ 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引、借入金利息

　 ③ ヘッジ方針

当社は、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する事を目的として、対象資産・負債

の限度内でのデリバティブ取引を行っております。

　 ④ ヘッジ有効性の評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。なお、振当処理及び

特例処理を採用しているものについては、その要件を満たしていることをもってヘッジの

有効性の判定に代えております。

　 ⑤ その他のリスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

通常の営業取引に係る為替相場変動リスク回避策の一手段として、実需及び将来発生が予

定される営業取引の一部について、全体のポジション及び予想ポジションを把握した後、

同一通貨建ポジション残高の範囲内において先物為替予約を実行しております。なお、先

物為替予約取引、通貨スワップ及び金利スワップ取引は、取引の都度社内の承認手続きに

則り承認を受け実行しております。その結果は取締役会に報告することになっておりま

す。

　 (3) 消費税等の会計処理 ･･･ 消費税等の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控

　 除対象外消費税等は当事業年度の費用として処理しておりま

　 す。
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Ⅱ 表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表及び株主資本等変動計算書）

前事業年度において、貸借対照表及び株主資本等変動計算書に表示していた「買換資産積立金」

及び「土地圧縮積立金」は、当事業年度に固定資産取得に伴う圧縮積立金が新たに発生したこと

を機に、明瞭性を高めるために、当事業年度より科目を集約し「固定資産圧縮積立金」（当事業年

度1,474百万円）として表示しております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31条 2020年３月31日）を当事業

年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載してお

ります。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており

ます。当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の

計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

物流事業に属する有形固定資産の減損損失の認識の要否

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

当社における物流事業の中でも、倉庫事業、自動車運送事業、港湾運送事業などについては、

サービスの品質向上のために、物流施設への設備投資を計画的に実施しております。近年、特に

新倉庫建設や土地取得などによる物流施設の充実に努めており、金額的重要性が高まっておりま

す。

当社の物流事業において、保有する有形固定資産（帳簿価額28,910百万円）のうち、一部の資

産グループについては継続して営業損失が計上されていることなどから、減損の兆候があると判

断しました。

減損の兆候があると認められた資産グループ（帳簿価額3,174百万円）について、減損損失の計

上の要否について検討を行った結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グループ

の固定資産の帳簿価額を超えると判断したため、減損損失は計上しておりません。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

詳細につきましては、「連結注記表 Ⅲ 会計上の見積りに関する注記」をご参照ください。
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Ⅳ 貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

　 (1) 担保に供している資産

建 物 4,476 百万円

構 築 物 15

機械及び装置 112

土 地 4,902

　計 9,507

　 (2) 担保に係る債務

1年内返済予定の長期借入金 280 百万円

長期借入金 3,660

　計 3,940

２．有形固定資産の減価償却累計額 36,713 百万円

３．保証債務

　 下記の会社の金融機関等からの借入金等に対し債務保証を行っております。

(単位：百万円)

被 保 証 者 保 証 債 務 残 高

夢洲コンテナターミナル㈱ 705

NISSIN LOGISTICS POLAND SP.Z0.0.
396

（外貨 3,057千EUR）

NISSIN TRANSPORT(S)PTE.LTD.
394

（外貨 4,791千SGD）

NISSIN TRANSPORT GmbH
385

（外貨 2,969千EUR）

NISTRANS(M)SDN.BHD.
363

（外貨 13,652千MYR）

NISSIN ABC LOGISTICS PVT.LTD.
104

（外貨 69,000千INR）

NISTRANS INTERNACIONAL DE MEXICO,S.DE R.L.DE C.V.
99

（外貨 900千USD）

その他 264

合 計 2,715

　

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く。)

短期金銭債権 2,218 百万円

長期金銭債権 111 百万円

短期金銭債務 3,591 百万円

長期金銭債務 1,079 百万円
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Ⅴ 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

売上高 5,925 百万円

仕入高 22,978 百万円

　営業取引以外の取引による取引高 601 百万円

Ⅵ 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 (株) 683,625 614,939 279,126 1,019,438

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

従業員持株会信託の買取りによる増加 614,400 株

単元未満株式の買取りによる増加 539 株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

第三者割当による自己株式の処分（従業員持株会信託を

割当先とする第三者割当）による減少
220,000 株

従業員持株会信託の売却による減少 59,100 株

単元未満株式の買増請求による減少 26 株

― 19 ―

　



Ⅶ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　 賞与引当金 418 百万円

　 貸倒引当金 74 百万円

　 長期前払費用 221 百万円

　 退職給付引当金 1,127 百万円

　 関係会社株式 1,166 百万円

　 資産除去債務 38 百万円

　 その他 171 百万円

　 繰延税金資産小計 3,219 百万円

　 評価性引当額 △1,269 百万円

　 繰延税金資産合計 1,949 百万円

（繰延税金負債）

　 固定資産圧縮積立金 △650 百万円

　 その他有価証券評価差額金 △2,138 百万円

　 その他 △0 百万円

　 繰延税金負債合計 △2,788 百万円

繰延税金資産の純額 △839 百万円

　

Ⅷ リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産の他、車両運搬具、事務機器、荷役設備等の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱九州日新
所有
　直接100.0％

出資先
資金の貸付
（注 1）

―

関係会社
短期貸付金
関係会社
長期貸付金

110

2,090

子会社 鶴見倉庫㈱
所有
　直接100.0％

出資先
資金の借入
（注 2）

1,116
関係会社
短期借入金

107

子会社
日新運輸倉庫
（香港）有限公司

所有
　直接100.0％

出資先
資金の借入
（注 3）

― 長期借入金 1,079

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 1）㈱九州日新に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（注 2）鶴見倉庫㈱に対する資金の借入については、グループ内の資金を一元管理するCMS（キャッシュ・マネジメン

ト・システム）によるものであり、取引金額は期中平均残高を記載しております。また、金利については、市

場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注 3）日新運輸倉庫（香港）有限公司に対する資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おります。

役員及び個人主要株主等

(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

日新商事㈱（注 1）
所有

　直接14.7％
営業取引

固定資産の

取得

（注 2）

1,710
土地

建物等
1,708

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 1）当社代表取締役社長 筒井雅洋の近親者が、代表取締役社長を務めております。

（注 2）日新商事㈱からの固定資産の購入額については、社外の不動産鑑定士による調査報告書を参考にし、協議のう

え決定しております。

Ⅹ １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,135円82銭

１株当たり当期純利益 120円13銭
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Ⅺ その他の注記

追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、2020年８月６日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値の向上を図るこ

とを目的として、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株会信託型ESOP」（以下「本制度」）

の再導入を決議し、2020年11月９日開催の取締役会において、本制度の設定時期、金額等の詳細

について決定しております。

本制度の導入に伴い、当社は2020年11月25日付で、第三者割当により、三井住友信託銀行株式

会社（信託口）（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行（信託口））に対し、自己株式220千

株を譲渡しております。

なお、詳細につきましては、「連結注記表 Ⅸ その他の注記 ２.追加情報（従業員等に信託

を通じて自社の株式を交付する取引）」をご参照ください。
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